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 年，中小規模の では急 に過 化や高 化が進 でおり 1)2)3)4)， 用面から生 に必要な海 を

することが次第に困難になると に，乗船 が船舶の乗下船に困難を じるようになってきている．また，

の自 等の には 力があるものの，本 からの ク スや ストがネックとなり 客数は

傾向にある．そこで当所では の な を じた の生 基 の や

等の の 性化を 的としてシー レス小型船シス (以下シー レス船と記 )を開発した 5)．こ

れは，船に搭 する ( ス)が 客 となり，乗客が 機関の乗り えをせ に 的 まで 動できる

ー ック型の シス である． 
 一方， に中小規模の では，高 化 過 化 けでなく， 小 の も進 でいる．そのよう

な の はい る い物 となりつつあるため対 が急 である 6)7)8)．シー レス船は の搭 が可

能な い 型の甲板を ち， 動 の 等の な用 に利用可能である．そこで本報告ではシー

レス船を利用した い物 として， 物流の となり，また 入及び することが 易な 動

を する．現 ， では様 な 動 への取り みが められている 9)10)11)12)が， での 動

については検討 も め，あまり られない．そこで に適合した 動 の を行うと

に， 果を採算評価 評価等により検討する． 
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シー レス船を用いた人員 では，乗客は自 付 の ス から スに乗り，乗 したまま船に乗って

海したのち乗 したまま下船し， には 的 付 の ス で下 することが可能となる．高 にとっては

本 の や大規模スー ーまで直接乗りつけることが可能であるため リ リー度が高く， 動の 体

的負担が小さくて，発 での乗り え時間も ないため時間 率が良い．また ー スがシー レス

船を利用するのであれ ，トランク等荷物を スに乗せたまま ができるため 客の利 性が良く，また

合のよい時 に 本 間を 動できるため自由にス ュールを めて の 率が高くなる．開発し

たシー レス船の実験 の一般 図を図 1 に，簡単な 元を表 1 に，外 を図 2 に示す 5)． 
 

 

 

 
 

 

 
シー レス船は以下のような を つ． 

16.50
14.90

( ) 4.60
( ) 1.50

0. 5
1 t n
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 小型船規 であるため C 2や PM の 量， 船時の 物量等の 境負荷が小さく，また

船舶 船舶 等が低い． 
 定 の客 がなく スを客 の りに用いるため構造が簡単であり，また 一型船を 造す

ることで 造 ( いては 価 )を えられる． 
 法 の乗 員は でよく，また スの 転手と兼 することも可能であり人 を できる． 

 用 橋が不要なため 場所の が ない． 
 の搭 が可能な い 型の甲板を ち，一般 はもとより長 物 時 物 の

等の な用 に使用可能である． 
 

 記のうち が非小型船規 の船と比較した リット， が小型 客船と比較した リットとな

る． 
 シー レス船は， 造 や船 が低 であり，また， な用 で用いることが るため，高

化 過 化が進 中小型 のラ ラ ンを える海 手段の として と考える． 
 
 

 

 ここでは，簡単に一般的な 物困難 について ，次に の現状を分 して が 物 6)7)8)

になりつつある現状を示す． 

 

 い物困難 には 型と過 型があり， は過 型の 型的な ースとなる． い物困難 は，高

等で一人では外 しづらい， 所に適切な が無い，自 用 ス等の 動手段を たない，

りに い物に行ってくれる がいないなどにより 化するとされている．今後， を 方での高

化 過 化が進 につれて， 記は す き大きな となっていくと考えられる． 
 い物困難 への対 は，以下の 4 ターンに 型化される． 
 

 への 動手段を  
 所に を  
 動  
 ー ス 

 
 は 動の困難を とするというシー レス船本 の機能である． は の規模や担い手 施 の確保

の面から では実現困難である．そこで，ここでは の 動 を検討する．なお， は本 で す

る 動 の付加機能( い物 行)として実現することも可能である． 
 

以下では文 に されている のうち， 方に人 の記 のある を対象に分 を行う ． 
なお，以 では文 に記 されている平成 年時 での人 に い，表 により を小規模 中規模

大規模の に分 して用いることとする． 
 

                                                  
1 法 小 原 開発 法 開発 法 沖 法に指定されている

のうち， の が確認された ． 
2 人 の記 が無いのは， が無人化した，あるいは自 体の合 等により としての人 が無いなどの理由による． 
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 人 の変化 
平成 年において 規模に分 された の数，及び平成 年の 人 を たものを表 に示す．

表から，シー レス船の適応となる中小型 の人 は全体の と ないものの， 数では 以 と多

数を めることが分かる． 
 

 
 

 次に， 規模の について， 人 の変化率を図 に示す．これは，平成 年に対し平成 年は人 が

どの 度の 合となっているのかを示したものである．図から， の規模が小さい ど急 に人 が進

でいることが分かる． 
 

 

 
 年 構成の変化 
年 の 人 と 化率を表 に， 化率の変化を図 に示す．図表から，人 規模が小さい ど高

化が進 でいることが分かる． に小規模 では， ぼ 数が 以 となる． 
これらは，平成 年及び平成 年の日本全体の 化率である ，  と比 ても大 に高い数

値である． 
 

                                                  
3 対象から無人化した を いているため，小規模 の実 の過 化 度はもっと大きい可能性がある． 

           100
    100  500
    500  

( ) ( ) ( ) ( ) ( 22/ 12)
82 3 91 0.5 2 692 0.4 68.
94 24 641 3.4 19 021 3.0 .2

10 69 82 96.1 611 9 4 96.6 8 .

283 26 385 100.0 633 68 100.0 8 .2
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 小 数の推  
規模の について， 小 の 数を表 に示す．大規模な に比 て，中小規模の

は流 にかか る 小 の人数の 合が大 に ないことが分かる． に人 一人当たりの変化

率を ても，大規模な よりも中小規模の の方が人 一人当たりの 小 の人数の 率

が大きい． 
 

 
 

次に， の人 と 小 数の関係を図 に示す．中小規模の では，平 して一定 度

の 小 数があっても，実 は 数の らつきが大きく，多くの で 分な 小

が まれていない． 
 

                                                  
4 計 ，年 が不詳の がいるため，表 4 と合計は一 しない． 

( ) ( )

342 1 839 1 36 44.3 159 1 189 1 262 48.4
2 612 12 139 9 881 40.1 1 592 8 3 8 5 0 45.3

112 522 401 3 183 101 26.3 82 880 340 350 188 323 30.8

) 0 14 15 64 65  

12 22
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81 0.021 35 0.013 62.9

8 6 0.036 426 0.022 63.0
55 116 0.0 9 36 05 0.060 5.9

12 22
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 数の推  

 乗用 自動 の 保 数を表 に示す ．ここで 深いのは の人 が っているにもかか ら ，

乗用 自動 の保 数が急 に増えていることである 図 ．一人当たりの保 数では小規模 で

年間に ，中規模 では と， の規模が小さくなる その傾向は 著である 期間にお

ける日本全体の びは ． 
 

 
 

これは，人 が り，高 化が進み， に 小 が する中で，日 生 を ためにい 自

として乗用 自動 を保 した結果であると推 される． 
 

                                                  
5 乗用 とは と小型 を し，トラック ス 用 大型 等を まない． 
6 数の が自 体の 合により利用できなかったため，沖 の ( ， 表 ， 間 ，小 ，

，新 ，波 間 )は 外してある． 
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 数の推  

の平 数を表 に，平 数の変化を図 に示す．平 数は 規模とも 傾向にあること

が分かる．なお，本 で取り ている物流については， では 数と 様であって 傾向にある． 
なお， における物流量の分 結果を付 に示したので 考とされたい． 
 

 

 

 
以 より， に中小規模の では，過 化，高 化， 小 の ， 数の が進 でいる．

一方， 一人あたりの保 数は全 平 と比 て急激に増加しているが，い れ高 も 転が な

くなる時が る．これらを日 生 に必要な物 の流れという から ると，中小規模の はい

る い物 となりつつあることを示しており，対 が急 である． 
 次 では，シー レス船を利用した い物 対 について る． 
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する 動 は， 人 主が 元スー ーを 元とし， 自動 等を用いて 6 日 動

を行い，そのうち 2 日 度の あるいは 後に を するものである．小規模な でも適用可能

であり， に 動 の担い手がいない場合は 元スー ーが 様の 動 を行うことも可能である．

また，付加機能として りや い物 行を行うこともできる． ー を図 8 に示す． 
 

 

 
本 の要 及び は以下の りである． 
 

(1) 実施主体 
 動 の実施主体は 人 主を第一の とする．これは の方が かつ様 な工 を ら

して 動 を行うことを期 できるとの考えからである．この場合， 元の 用の ともなる．なお，

がいなかった場合は， 元スー ーが実施主体の となる．この場合には， に 基 があり，

また の も っているため安定した 開を期 できる． 
 

(2) 対象となる 規模 
 本 は人 があまり多くない小規模の でも実施可能である． 安としては後 の採算評価の り，

一 の (2か所 度)で計 30 度の 客が平 1,500 の い物をすることを 定している．これは，

え 人 100 ，全 50 のうち， 2 の 動 実施時に 6 の が平 1,500 の い物を

すれ 実現可能である．文 9)10)によれ ，過 を対象とした 動 の客単価の実 値は 記 度

が多いとのことであり，本 定は における い物の困難さから， 成はそれ ど困難ではないと考える． 
 

(3) の 入 
 動 が自ら を 入れて るのは， 入れの や人 ， 入れ量 ，作 量等か

らみて難度が高い．そこで 元の 力スー ーの を 理 し， 利 を一定 合で分 する方 とす

る 11)．一日の は 方で終え， れなかった は 力スー ーに して値下 等して り切ることで，

評価損を えることとする． 力スー ーにとっても，低リスクで 機会を拡大することが るた

め リットが大きい． 
 

(4) の保  
 には からの小型 があることが多い． 段の 無しに本 から かけて 動 を行え ，

の が ち行かなくなって過 化を進める可能性があり，また 間の結びつきが いと考えられ

1

2

2

1
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ることから 発等を き， 動 を軌 に乗せることが難しくなる．そこで の の も

的に 力スー ーと 様に受け入れて 利 をやや多めに分 することで， への影響を最小限

に える． 動 で れなかった の扱いも じである． 
 

(5) ターン 
 動 では や日用 の が主体となるため，1 あたり 2 度は することが

ましい．小規模の を対象とする場合の は 2 度となるため， 2 あるいは 後のみの

となる．しかしそれでは合計客数が不 分であり， が成 しづらい．一方，今後人 や高

化により， 間部や においてもスー ー等の により い物困難 が多数 現すると考えられる．

そこで を っていない時は， 間部や の い物困難 で 動 を行うこととする．これによ

り を受けられる の数が増えると に 動 の もプラスとなる．受 が に分布するた

め，行 による の理由づけも行いやすい． 
 

(6) 行 による  
 動 では主たる は 動 用の のみである．ここでは 示 や を つよ

う 造した 自動 で行うことを 定しているが， の 入 造に要する 用は 300 万 を超えると

されることから 12)， 期 の大きさが 入の となりかねない．そこで の 入 造につ

いては 等による行 の を行うことが ましい．一般に本 の い物困難 のみを る方が

にとって 率が良いため， の を めて本 部分のみの になる れもあるが， の

に での 動 の実施を入れておけ での を担保することが る．また， での 実施

の ン ン ブを じないよう， への 用についても行 が することは 用である．

に，開 後 3 年間 度は が 分あがらない可能性があるため， 入の負担を じられるよう， え

り の一定 合を として に することも 用である． 
 

(7) 付加機能 
 一 所を長期に って することから，利用 はリ ート客が どとなる． に い物に なくなっ

た場合は 所から ている い物客に様子を くなどして変化を しやすく，自 に り機能を果たす

ことが る．また，高 等で 動 所まで米や 等の重量物を いに づらい場合は， 力スー ー

の えに無くとも， 等で 文を受けて い物を 行して することも る． 
 

(8) 性化 果 
 動 は， にとって い物の困難さを低 するという 果はもち あるが，定期的に が

動 所に集まり会 をする(図 9)ことで ミュ ーションの 性化を図ることが る リットも

大きい 8)．また高 にとって自らの で 定めをして い物を行うことは しみでもあり，本 スー ー

への い しを体力面から めていた高 が 動 所へ 動するなら ， の 性化にもつながる．

に， の の り機能も するため， にとっての 果は大きい． 
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(9) 動手段 

 動 の への 動はシー レス船を用いる．ここでは 自動 を 定しているため，シー レス

船の 計によっては の と 時に することも可能である．また，日中の時間 に に向かうこと

となるため， の人や物の流れとは となることが多く， 動 の により の人 物の に影

響が ることは ないと期 できる． 
 

(10) の開 と  
 用の は 力スー ーのものを み込 方 なので，小 の 験は(あった方が良いものの)必
とまでは えない． 様の理由から 入 は必要とせ ，また い物 行を いて対面での現 なの

で， も発生せ れの れもない． に， 動 は に得 客を確保してしまえ ，後発

の 入が難しく 合の は ない．以 より，本 の 定における 動 は 人でも めやすく，一度

軌 に乗ってしまえ の激しくない安定した と える． 
 
 

 
 動 の採算がプラスであることは を して行うために めて重要である．ここでは， 人

が 6 日 動 を行う場合と， 元スー ーが 動 を 6 日行う場合(及び 考として 2 日 のみ

動 を行う場合)について，人 100 200 人 度の小規模 を 定して採算性の評価を行う． 
 

 本 で する 動 の基本形態であり， 人 が 6 日のうち 2 日間 後あるいは のみ

を するものである．この場合の 定を表 8 に示す． 
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a 所 
日用 の い物 要を うために 2 の を行うものとする． 日は あるいは 後の

日で 内を 2 所 り， り 日で本 の 間部あるは の い物困難 3 所の計 5
所を る． の日は本 の い物困難 5 所を るものとする． 

数 
2 日 するとして年 104 となる． 

c 客単価 
文 9)10)等から 動 の客単価は1,500 と 定する．た し， では 性が高いこともあり，

の い物困難 よりも客単価は高いことも考えられる．なお， 開 当 には 動 が

に浸透しづらいことも 定されることから， 年度の客単価を 600 ，2 年 900 ，3 年 1,200
，以 は 1,500 と 定した． 

d 入客数 
1 当たりの 入客数は 15 人とした．また 浸透の 度を考 し， 年度の 入客数を 9
人，2 年 11 人，3 年 13 人，以 は 15 人と 定した． 

e 人 単価 
対象 が 方 であることを まえ，文 17)18)等を 考に 800 /時間とした( 会保険 主負

担分の 保険と 用保険を )． 
f 評価損 

ここでの 評価損は，主に れ りによる や破損等による 価値の低下による 価値の

損分である．ここでは簡易に の 5%を 評価損として計 する．なお， 評価損は，後 の

利受取 合に応じて， 力スー ー で負担するものとする(これにより，

当 にとって 損や れ りを らす ン ン ブとなる)． 
g ラ ー作 時間 

の 込みや 動 を行う ラ ーの作 時間である． 8 時間/日とするが， 動

本人が行うのでここでの計 は不要である． 

/ 5
/ 104

1 500
d / 15
e / 800

5

/ 0
/ 0

i / 313
/ 120

/ 2
30
35

n / 360 000
6

p 25
50

r 3 300 000
s / 4 000
t 1 10 2 5 3 3 0

2 1 2 3 5
2 (365/ 2=104 / )

1 600 2 900 3 1200 1500
1 9 2 11 3 13 15

8 /
2 /

6

1.5
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h 理作 時間 
会計 理や 等の 理時間である． 2 時間/日とするが， 動 が行うのでこ

こでの計 は不要である(作 に れ， 率が向 したり工 を加えたりすることで， g と せて時

間短 も可能である)． 
i 年 働日数 

6 日 動 を行うとして年 313 日とする． 
行  

所に 間部が入ること， 自動 を 定しているため 量が限られることから， 中で 力

スー ーへ に ち ることを考え， をみて 120km/日と 定する． 
k 作 時間 

の選定 込み 会計 理等に必要な 力スー ー の作 時間であり，2 時間/日とする． 
l 高 利 率 

文 19)より 30%とする． 
m 利受取 合 

力スー ーと 動 の への 合を考 し， 力スー ーは自 分( には

の の もある)の 動 による 利 の 35%を受け取ることとした． 
n 平 月  

ここでは 動 実施後の の平 月 ( 動 による自 の と自 による

の合計)を 360,000 /月と 定した．なお， は 動 開 は平 月 が 240,000
ったとこ ， 動 での客の利 性が向 することから月 は 1.5 に拡大すると 定したも

のである． 
o 行 合 

の月 のうち， 動 により される 合を 67%とする．すな ち 動 による

と自 による り 比率を 2 1 とした． 
p 高 利 率 

は小規模かつ物流 込みなので，本 よりも低い値とする． 
利受取 合 

の利 保証を し， 利受取 合を 力スー ーよりも高い 50%とする．これにより，

の利 は 動 実施 後で ぼ 等となる． 
r 機 入  

開 当 に 自動 の 入 ， 示 保 を えるための 造 等として 330 万 を す

る． 
s /日  

本 から までの の を行う．なお， は 復 4,000 と 定する． 
t  

当 が軌 に乗るまでの として 1 年 の 高の 10%，2 年 の 5%，3 年 の 3%を す

る．た し 4 年 以 は を行 ない． 
 

 以 の 定のもとに， 動 が定 状態となった時，すな ち客単価が 1,500 ， 1 か所あたりの

客数が 15 人となった時 での年間 を表 9 に示す． 
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 全体の り は 3,521 万 /年，そのうち， 力スー ーの り が 92%の 3,232 万 ，

の り が 8%の 289 万 である． 
 動 により， 人 は利 すな ち年 として 504 万 を得ることができる． 力スー ーは年

あたり 233 万 の利 を得る． の は， 全体として 動 の開 と ぼ 様の利 とな

る． 
 記に対し，行 からの は(4 年 以 で)年間 42 万 となる．た し が定 状態となった 4 年

以 では に必要な利 は確保できる 込みであることから， に応 多数を 込める場合は，

機 等 入 や の 度を らすことも可能である． 
 

 次に，表 10 及び図 10 に 開 から 5 年間の年間 推 を示した．た し， 定では が 4 年 で定

状態で安定するとしている． 
 
 
 
 
 
 

01 22 500 / 35 212 500
02 32 318 100
03 241200 / 2 894 400

04 6 302 030
05 361 800
06 0

0 6 663 830
08 100 000 / 100 000
09 30 000 / 30 000
10 1 200 / 3 5 600
11 0 / 0
12 0 / 0
13 1 050 338
14 2 360
15 0

16 1 628 298
1 ( ) / 5 035 531

18 3 393 401
19 565 56
20 1 600 / 500 800

21 2 32 034

22 30 150 / 361 800
23 6 030 / 2 360
24

25 289 440

26 3 300 000 ( )
2 4 000 / 416 000
28 ( / ) 0
29 0

30 416 000

( )
( )

( )

( )
( )

( )

( )

( )
( )
( )
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 人 は 年度 264 万 ，2 年 334 万 ，3 年 440 万 の利 を， 力スー ーは 年度 86
万 ，2 年 140 万 ，3 年 206 万 の利 を ることが る． 年度より一定の利 を得られるこ

とから， 人 はあまり大きな負担を じ に を めることが可能と考える． 
 一方，行 の負担 は， 年度に 機 等 入 が必要なため 498 万 の となるが，2 年 は 136
万 ，3 年 121 万 となる． 
 に行 から を行 なかった場合の年間 推 を図 11 に示す． 人 は 年度は 137 万

，2 年 は 239 万 ，3 年 は 366 万 ，以 は 504 万 の利 であり，年間 が スとなる年

は無いことが分かる． 
 

 

 

 人 として 動 を行う がいなかった場合， 元スー ー自らが 動 を行うことも

である． 

1 2 3 4 5

12 6 6 500 18 936 500 26 448 500 35 212 500 35 212 500

1 2 641 081 3 33 506 4 404 836 5 035 531 5 035 531

855 934 1 403 684 2 060 984 2 82 834 2 82 834

26 3 300 000 0 0 0 0
2 ( ) 416 000 416 000 416 000 416 000 416 000
28 ( / ) 10 5 3 0 0
29 1 26 650 946 825 93 455 0 0

30 4 983 650 1 362 825 1 209 455 416 000 416 000

) 9    

01

21

0

1 000 000

2 000 000

3 000 000

4 000 000

5 000 000

6 000 000

1 2 3 4 5

0

1 000 000

2 000 000

3 000 000

4 000 000

5 000 000

6 000 000

1 2 3 4 5
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 一方， 元スー ーが 的に 動 を 的に行う 向を たない場合は， 元自 体の

との づけで に を くした で， 元スー ーが のみを対象に 2 日間 動 を行うことも考

えられる．この場合についても 考として評価を行う． 試評価のための 定を表 11 に示す． 
 

 

 
a 所 

6 日の場合は 5 所/日， 2 日の場合は のみの となるので 2 所/日となる． 
数 

い れも 2 日の なので，5.1.1 と じく 年 104 とする． 
c 客単価， d 入客数， e 人 単価， f 評価損 

5.1.1 と 様である． 
g ラ ー作 時間 

の 込みや 動 を行う ラ ーの作 時間である． 6 日の場合は 8 時間/日， 2 日の場

合は あるいは 後のみの 働であるので 4 時間/日とする．なお 5.1.1 と なり，ここでは 員

が ラ ーとして するので 用を計 する． 
h 理作 時間 

6 日の場合は 8 時間/日， 2 日の場合は あるいは 後のみの 働であるので 4 時間/日とする． 
i 年 働日数 

6 日 動 を行場合は 5.1.1 と 様で 年 313 日， 2 日場合は と 様 104 日とする． 
行  
6 日 動 を行場合は 5.1.1 と 様で 120km/日， 2 日の場合は のみとなり 動は ないため

30km/日とする． 
k 作 時間 

6 日の場合は 5.1.1 と 様で 2 時間/日， 2 日の場合は 日の 働なので 1 時間/日とする． 
l 高 利 率， m 平 月 ， n 行 合， o 高 利 率， p 利受取 合 r 機

入 ， s /日  

6 2

/ 5 2
/ 104 104

1 500 1 500
d / 15 15
e / 800 800

5 5

/ 8 4
/ 2 1

i / 313 104
/ 120 30

/ 2 1
30 30

/ 360 000 360 000
n 6 6

25 25
p 50 50

r 3 300 000 3 300 000
s / 4 000 4000

t

( )

6 2

2 1 2 3 5
2 (365/ 2)

1 900 2 1 100 3 1 300 1500
1 9 2 11 3 13 15

6 1 10 2 5 3 3 0
2 1 30 2 20 3 10 5

1.5
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5.1.1 と 様である． 
t  

6 日の場合は 5.1.1 と 様で， 2 日の場合は 元自 体の との づけで に を

くし， 6 日の場合よりも増 している． 
 

 定 状態となった後の年間 を表 12 に示す． 

 
 
 6 日 動 を行う場合は， 年 486 万 の利 が 込め，行 の は年 42 万 である． 
 一方， 2 日 動 を行う場合は，行 の が年 65 万 であるのに対し， 年 48 万 の利 という結

果となった．た し， 動 は自 体の所 で 2 日スー ーに し す方 とし，スー ーは 08
と 09 示 については日 りで負担するとしている( 動 の 期 用は計算の

，表では行 の として計 している)． 

 次に年間 の推 をみる． 6 日 動 を行う場合を表 13 及び図 12 に示す．スー ーの 年度利 は

49 万 ，2 年 174 万 ，3 年 346 万 である． 年度は利 が ないが，リスクが ないこと，

に本体 ( によるスー ー )があることから は ないと考える．一方，行 の負担は 年度 498
万 ，2 年 136 万 ，3 年 121 万 である． 
 比較のために の無い場合を図 13 に示す． 元スー ーは 2 年 は 79 万 ，3 年 は 267 万 ，4

01 22 500 / 35 212 500 22 500 / 4 680 000
02 32 318 100 1 85 600
03 241200 / 2 894 400 241200 / 2 894 400

04 9 695 430 535 680
05 361 800 361 800
06 0 234 000

0 10 05 230 1 131 480
08 100 000 / 100 000 33 333 / 33 333
09 30 000 / 30 000 10 000 / 10 000
10 1 200 / 3 5 600 300 / 31 200
11 6 400 / 2 003 200 3 200 / 332 800
12 1 600 / 500 800 800 / 83 200
13 1 600 / 500 800 800 / 0
14 1 615 905 89 280
15 2 360 2 360
16 0 0

1 5 198 665 652 1 3
18 / 4 858 565 / 4 9 30

19 30 150 / 361 800 30 150 / 361 800
20 6 030 2 360 6 030 2 360
21

22 289 440 289 440

23 3 300 000 ( ) 3 300 000 ( )
24 ( ) 4 000 / 416 000 4 000 / 416 000
25 ( / ) 0 5.0
26 0 234 000

2 416 000 650 000

( )
( )
( )

( ) ( )

( 6 ) ( 2 )

( ) ( )

( )
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年 以 は 486 万 の利 となるが， 年度は 78 万 の である． 
 

  
 

 

 

 

 
 次に， 2 日 動 を行う場合を表 14 及び図 14 に示す． の 合を 6 日 動 を行う ー

スよりも増加させたにもかか ら ，スー ーの 年度利 はプラスであるものの ぼ 0 であり，2 年 21
万 ，3 年 31 万 ，以 は 48 万 の利 となった．一方，行 の負担は 年度 422 万 ，2 年 92
万 ，3 年 77 万 ，以 は 65 万 である． 
 比較のために の の無い場合を図 15 に示す． 元スー ーは 年度は 50 万 ，2 年 は 30 万 ，

3 年 は 5 万 の ，4 年 以 で定 状態となった後でも利 は年 25 万 である． 2 日のみの の

場合は， の 元スー ーが 動 を行う場合であっても，安定的な 用のためには に手 い の検

討が必要である． 
 
 
 

1 2 3 4 5

12 6 6 500 18 936 500 26 448 500 35 212 500 35 212 500

492 215 1 36 390 3 461 020 4 858 565 4 858 565

23 3 300 000 0 0 0 0
24 ( ) 416 000 416 000 416 000 416 000 416 000
25 ( / ) 10 5 3 0 0
26 1 26 650 946 825 93 455 0 0

2 4 983 650 1 362 825 1 209 455 416 000 416 000

) 12    

01

18 ( )

0

1 000 000

2 000 000

3 000 000

4 000 000

5 000 000

6 000 000

1 2 3 4 5

1 000 000

0

1 000 000

2 000 000

3 000 000

4 000 000

5 000 000

6 000 000
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 以 ， 人 が して 6 日 動 を行う場合， 元スー ーが 6 日 動 を行う場合及び

考として 2 日 動 を行う場合の を た． 
 6 日の場合はい れの場合でも 年度よりプラスの利 が 込め，4 年 以 の定 状態となった には

の がなくとも に必要な利 を期 できることが分かった． 
 一方， 元スー ーが 2 日 のみで 動 を行う場合は，利 が ないため行 からの 的 が

必要である． 元スー ーが当 2 日のみで 動 を めた場合でも， ペレーションに れ，かつ

に対する不確定 が された後は実施日を拡大していくことが行 としても ましく，またスー ーに

とっても利 拡大につながる． 
 
 
 
 

1 2 3 4 5

1 684 800 2 516 800 3 515 200 4 680 000 4 680 000

1 94 20 86 305 62 4 9 30 4 9 30

23 3 300 000 0 0 0 0
24 ( ) 416 000 416 000 416 000 416 000 416 000
25 ( / ) 30 20 10 5 5
26 505 440 503 360 351 520 234 000 234 000

2 4 221 440 919 360 6 520 650 000 650 000

) 12    

18 ( )
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2 000 000
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 が 動 を利用して い物をする場合の を，本 のスー ーに い物に行く の一般化

用と， 動 の一般化 用の として評価する．ここで一般化 用とは，所要時間， ， 客 適性等の

ー ス変数を 算して合算した値を する 20) ．一般化 用 は (6.1)に い，実 に う

用 に，時間及び動作負担を時間 算した値 と単 時間当たりの価値 (時間価値)を けた値を加えることで

求める． 
 

                                                   
 
 評価では 動時間 等の計算用 ラ ータについて採算計算よりも詳細かつ 体的な 定を必要と

する．ここでの評価では人 100 200 人 度の小規模 接 を 定し， 新 の大 (以下，対象

)を デルにした値を用いることとする．た し，取り る ( に 理的関係)によって大きく算 値が

なるため，ここでの評価はあくまで計算 として たものであることに されたい． 
 

 デルの ショッ ング ンター等の 関係を図 16 に示す．対象 の が主に い物の 的

とするとこ は， の集 度が高く も多いことから， 外の大型ショッ ング ンターが主である

と 定する． 
 

 

  
 動 導入 における本 ショッ ング ンターへの 動では，自 から までの 動時間 10 分， で

の ち時間 10 分， 海時間 15 分， での ス ち時間 10 分， からショッ ング ンターまで スで 40
分を要するとする． 船と スの はそれ れ 60 21)，500 22) である．また，ショッ ング ンターは

内が いため い物に正 30 分を要するが， 動 と比較して 1 安く 入できるとした．なお，復 の

定は に う． がショッ ング ンターに行くのは，時間 用の負担が大きいことから 1 (年 52

( ) 
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)とする． 
 一方， 動 が実施された後では，自 から 内の 所への 動に 5 分要し，そこで 10 分 度で 4
にて 定した 1,500 当の い物を行った で，5 分かけて自 へ るものとする． が 動 を利用す

るのは 2 (年 104 )とする．た し，年あたりの 入数量合計はショッ ング ンターへ行く場合と じで

ある． 
 また， 入客数については 4 で 定したとおり， 1 か所あたり 15 ， 所 2 所なので計 30
とした．高 の 形態 の等価時間係数7は，文 23)をもとに算 したとこ スを基準 形態として表

15 となった．また，高 の ス利用時の時間価値は，文 23)より 4 /分を用いた． 
 

 
 

 
 への 動 による 評価の結果を表 16 に示す． 

 

                                                  
7 形態 の 時間や乗 え 数を基準 形態の 時間に 算するための係数． え 表 15 では， ス利用時を基

準として， 分が ス乗 2.6 分間と等価の負担 であることを する． 

2.6
1.0
14.2
1.8

/ /

10 25.9 4 104 5 13.0 4 20

10 18.2 4 3
1 14.2 4 5

15 15.0 4 60
60

10 18.2 4 3
1 14.2 4 5

10 18.2 4 3
1 14.2 4 5

40 40.0 4 160
500

1 14.2 4 5

30 . 4 311 10 25.9 4 40
0 150

10 18.2 4 3
1 14.2 4 5

40 40.0 4 160
500

1 14.2 4 5
10 18.2 4 3
1 14.2 4 5

15 15.0 4 60
60

1 14.2 4 5
10 25.9 4 104 5 13.0 4 20

218 ) 2 898 20 230

86 925 6 900
52 ( 1 ) 4 520 100 104 ( 2 ) 1 600

3 802 500
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 1 1
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 動 を導入したことによる は， 全体で年間 380 万 となった．これは 6 日 動 を行う ー

スを考えれ ， が安定した の行 からの年間 42 万 よりも 分に大きな値である． 

 の評価は対象とする の 定によっては値が大きく変 ってくる．そこで， に の づらい( 動

に不利な 定) として，試みに本 の内 部ではなく，本 の に大型スー ー(ショッ ング ン

ター)があるとして を評価した．すな ち，表 16 の い の行の一般化 用を 0 と いて計算を行う．その

場合であっても は年間 116 万 となった． 
 以 から本 動 は 分な 用対 果を 込 ことが ると える． 
 
 なお，6.2 および 6.3 は の のみを求めたものである．本 の い物困難 も考 すると，

定される は に大きい． 
 
 

 
 中小規模の では，過 化，高 化， 小 の ， 数の 等が進みつつある．そのため，

記 はい る い物 となりつつあり，対 が急 である．本論文ではシー レス小型船シス

を利用した い物 として 物流の となる 動 を し， 用対 果等を評価した．

その結果， が安定する 4 年 以 においては 及び 元スー ーは の可能な利 を ，

の 評価においても 分な 果が 込めることが かった． 
 以 により，シー レス小型船シス を用いることで， 用かつ 可能な 動 を大きな行 負

担なしに に 可能であることを示した． 
 
 

 
本研究は 省 開発推進 度における の のためのシー レス小型船シス

の開発 により実施した．ここに関係 に対し深く を表する． 
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 ここでは 計年報 1)2)を分 することにより， 内の主要な 310 8について の 物 の基 的

を る． 
 
(1) 物量の分布 
 付図 1 は を での年間 入 物量( と 入の合計)の小さい に並 たものである．このうち 1/4
の が 入 物量 0 千トン，すな ち 物量が 50 トン 9と記 されている．一方， の直 10における

846 万トンを に年間 100 万トン以 の が 18 あるなど， によって多様性が大きい． 
 

 

 
(2) と 入の関係 
 付図 2 3 に の と 入の散布図を示した． 
 付図 2 から 全体としては と 入は ぼ比 関係にあることが分かる．なお，図中，長 の松 は

に比して 入が非 に大きいが，これは 力発 所があるため， の規模に比 て の 入が めて大

きいからである． 
 また付図 3 は付図 2 について 入とも 0 3.0 千トンの を拡大したものである(た し， 一 に多

数の が重なっているため，度数に比 させて の面 を変えてある11)が， 数の 外を き， 物量の な

い では よりも 入が多い傾向があることが分かる． 入が ない は人的 的な 動量が な

く，また高 化も進 でいることが多いため，生 よりも が主となっているためと推 される． 
 

                                                  
 法 小 原 開発 法 開発 法 沖 法に指定されている

のうち， の が確認された ． 
 計年報では 入 物量が 千トン単 で されているため， トン は に められる． 
 の 部に大規模な精 所がある ． 
 え 入 に 千トンを示す 図中 に大きな は 数 を示している． 
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(3) 計量と 物量の関係 
 験的に 物量と関係が深いと れる人 と 物量の関係を付図 4 に示す．全体としては人 と に 物

も増えるという傾向は できるものの，線形 (原 を るとする)の 定係数 2 の値は で 0.20，
入で 0.25 と小さい． に 物量との関 を期 できる，生 年 人 ， 客数， 水 生 合計との関

係も たが，い れも 様の傾向があり 確な 関関係は られなかった． 
 この理由として，内海 本 接型及び外海 本 接型の 12では，物流 人流の が良いことや

の一 に工場 発 所等の大規模な が されることが多く， の本 の規模に比して大量の物流が発

生する ースがあるからと推 される．これらは 用の船で されるため，小型シー レス船の 対

象には まない． 
 そこで， 計年報に 型分 のある 261 13について，内海及び外海の本 接 を いて再度 関を

たものが付図 5 である． の係数が小さくなると に 定係数 2は 0.85 及び 0.89 となり高い 関が認め

られる．これから，平 的には 人 1 人あたりの基 的な物流量( の人 一人当たりの 物量原単 )
として， ルク 物及び一般 物合 せて が 25 トン/年， 入が 32 トン/年発生すると える14,15． 
 

                                                  
12 計年報では， 法の 体的施 である 計画に基づき， を内海 本 接型，外海 本 接型，

小型， 大型， 主 型， 型の 6 つに 型化している． 
13 法で指定される である． 
14 本 接型 を いて算 したが，基 的物流量の値としては本 接型の にも当てはまる． 
15 た し，人 が なく人的 的 動量が低くなって自 自 傾向の い では，これよりも物流量は小さくなるこ

とに されたい． 
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(4) 物量増加率と 人数増加率の関係 
 シー レス小型船は 客 用であるため， 能力を検討するには を考 する必要がある．また，シー

レス小型船の 能力や適切な を考 すると， 対象としては 小型， 大型，

主 型の はあてはまりづらい．そこで の必要な 能力を検討する 考とするため，内海 本 接

型，外海 本 接型， 型16の を対象に，2003 年と 2007 年の間における 物量と 人数の増

加率を散布図に表したのが付図 6 である．た し， 規模も するため， の面 を 2007 年の人 に比

させた． 
 ここで， の必要 物 量としては と 入のうち大きい値を用いた．その ， 入それ れ

につき(3)の付図 5 の線形 による推定値と実 値とのどちらか小さい方を用いることで， 内の大型施

の影響を き小型シー レス船に適合する 物の 量とした．また， 人数は，文 記 の乗 人員

数の 分の値を用いた． 
 図から人 規模に関 ら 人数 物 量 に している が多く，必要な海 能力は全体と

して 小傾向にあることが分かる． 
 

                                                  
16 主 間の を対象とする． 
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